
　

１　施策の概要

（１）

２　評価の指標（施策に係る成果指標）

３　施策の点検（施策を進めるうえでの課題）

市民自治が育む自立のまちづくり

第

部名 総務部

細節 情報公開・情報提供の推進

施　策　評　価　調　書

施策名 情報公開・情報提供の推進

（２）
総合計画
の体系

第 02 章

２９年度予算額

事業費（Ａ） 124,970 126,547 139,290

02 節 情報の共有化を進めるまちづくり

第 40

15.30 人 16.90 人 16.30

（３）
事業費
など

(単位：千円)

項目＼年度（平成） ２７年度決算額 ２８年度決算見込額

人

所要人件費（Ｂ） 123,000 133,510 131,251

総事業費（Ａ＋Ｂ） 247,970 260,057 270,541

従事職員数

財
源
内
訳

収
　
入

国庫支出金 1,351 1,053 1,823

府 支 出 金 614 468 854

そ の 他 9,156 9,228 7,336

市
負
担

地 方 債 0 0 0

そ の 他 0 0 0

一 般 財 源 236,849 249,308 260,528

指標項目 項目＼年度（平成） ２７年度実績 ２８年度実績 ２９年度計画

指標内容

市民意識調査で、「市からの情報発信」
に「満足している」「どちらかといえば満
足」（以下「満足」）と答えた市民の割合。

目標値
78.80 78.80 78.80

（単位：％）

実績値
25.90 25.90

目標値の
積算方法

同調査で、「満足」と答えた市民の割合
に、「普通」と答えた市民の割合を加算。

（単位：％）

達成度(%) 32.9 32.9

目標値
0.00 0.00 0.00

（単位：％）

実績値
0.00 0.00

目標値の
積算方法

　 （単位：％）

達成度(%) 0.0 0.0

指標内容

　

市民に必要な市政情報を確実に伝えるためには、積極的に情報の公開や提供を行うことが不可欠であり、今後一層の
充実を図る必要がある。



　

４　施策の評価

妥
当
性

有
効
性

効
率
性

公
平
性

持
続
可
能
性

合
計

全
部

大 18 20 18 20 16 92

全
部

大 20 20 20 20 18 98

な
し

大 20 16 18 18 18 90

全
部

大 18 18 18 20 20 94

全
部

大 18 16 18 20 20 92

全
部

大 16 18 18 18 20 90

全
部

大 18 18 18 18 16 88

全
部

大 20 20 18 20 20 98

全
部

大 16 14 16 20 18 84

全
部

大 16 16 18 16 18 84

全
部

大 14 16 12 16 12 70

0

0

0

今後の
方向性
（実施
計画）

00818 継続

次年度
の
優先
順位

施策を構成する
事務事業名

室課名
事業
番号

市
単
独
事
業
区
分

施
策
へ
の
貢
献
度

各視点からの評価
（20　→　4）
 高　→　低

00022 継続

1 市議会会議録作成事業 議会総務課 00816 継続

2 議会だより作成事業 議会総務課

00025 継続

3 情報公開事業 市民総務室 00132 継続

4 市報すいた発行事業 広報課

00817 継続

5 本会議放映事業 議会総務課 00820 拡充

6 くらしの友発行事業 広報課

00023 継続

7 ホームページ事業 広報課 00024 継続

8 市議会会議録検索システム事業 議会総務課

9 議会傍聴支援事業 議会総務課 01665 継続

10 広報番組制作放送事業 広報課

11 資料作成事業 議会総務課 00819 縮小

12

優先順位をつけるに
あたっての考え方

順位間の評価は非常に僅差であるが、原則、各視点からの評価の合計点順に優先順位をつけ、
同点の場合は、有効性の点数が高い方を上位とした。ただし、議事課の事業については、他の事
業（議事課）の基礎となっている事業を優先して順位を決定した。

13

14


